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1．序文

本稿は 1990-2003 年において米朝間における

緊張が形成された要因についてディフェンシブ・

リアリズムの観点から事例を検証・比較するこ

とを目的としている。具体的にはまず国際関係・

安全保障理論に基づき、分析枠組みとなるディ

フェンシブ・リアリズムの特徴を明らかにした後、

1990-2003 年において米朝間で生じた 3 度の緊

張が動機に対する認識のギャップの拡大によって

もたらされたという仮説を検証していく。なお本

稿における緊張の定義は冷戦体制崩壊以後、朝鮮

民主主義人民共和国（以下北朝鮮）による核開発

疑惑をめぐり米朝間で衝突の可能性が高まった状

況とし、また事例は冷戦体制崩壊以後から北朝鮮

による核実験以前より選定している 1。なお恣意

性を極力排除するため、W. Perry（2006）の見

解を参考にしながら当該期間におけるすべての緊

張について検証していくこととする。

2．分析枠組み：ディフェンシブ・リアリズム
リアリズムにおいては、国家間に緊張が形成さ

れる要因は、大別して 2 つに集約される。第 1 に

不確実性（Uncertainty）による国家間の不信、

第 2 に国家行動における動機（Motives）である。

結論的にはこの 2 つのモデルは第 1 の点において

共通し、第 2 の点において異なる。まず第 1 に不

確実性による国家間の不信が有力な緊張形成要因

となるのは、国際体系がアナーキーという性質を

帯びているがゆえに、国民国家が自助体系になら

ざるをえない点に起因している。しかしここで重

要なのは、この不確実性による国家間の不信だけ

が国家間の緊張の変化に作用しているのではない

ということである。歴史的事実を鑑みるに国家間

の緊張には強化と緩和の局面が観察されるが、ア

ナーキーの普遍性を考慮すると不確実性だけでは

緊張の程度の変化について適切に説明できないの

である。またアナーキーが国家間の緊張形成にど

のように作用するのかについては、より具体的に

心理的、合理的観点から説明する余地がある。

それではこの緊張の度合いの変化には、どのよ

うな要因が作用しているのであろうか？ここで注

目されるのが、第 2 の国家行動における動機で

ある。国家行動の動機に対する認識が拡大的か、

自衛的かによって国家間の緊張の程度が変化する

のであるが、これには大別して 2 つの理論が存

在する。1 つは抑止論者が唱える抑止モデルであ

る。抑止モデルに依拠すれば、国際体系がアナー
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キーであるがゆえに国家はパワーを追い求めると

いう前提を下に、システムの不安定化は抑止側あ

るいは被抑止側の拡大的動機と行動によってもた

らされる。これは抑止モデルの代表例にヒトラー

が率いるナチス・ドイツが引き起こした第 2次世
界大戦が挙げられる点から顕著である。この抑止

モデルの本質は V. Cha（2003, pp.14-15）の以
下の叙述が象徴的に表している。「北朝鮮の行動、

例えば軍事的挑発行為における水位低下、にはこ

の政権とその意思の性質におけるより深く、根本

的な変化に一致する、あるいはそれを示唆するも

のは存在しない。したがって、関与政策は浅はか

で危険であるといえる。なぜなら、それは朝鮮半

島における現状変更にいまだ執着している政権を

生き返らせることになるからである。」

抑止モデルと通ずる代表的な理論はオフェンシ

ブ・リアリズムであるが、国家間の緊張が国民国

家の貪欲（Greed）に起因するという前提の下に
理論構築をしているという点では新古典的リアリ

ズムもこれに通じるといえよう。もう 1つはディ
フェンシブ・リアリストが主張するスパイラル・

モデルである。代表的なディフェンシブ・リアリ

ストの一人である R. ジャービスがセキュリティ・
ディレンマを「ある国家の安全を強化しようとい

う試みが、他の国家の安全を低下させる時に起こ

る（状況） （Jervis, 1978, p.169）」と定義したよ
うに、各国が自国の安全のために取る行為が、拡

大的な意図の有無にかかわらず相手国の安全を相

対的に低下させ、相手国の軍備拡張などの対抗措

置をもたらす。このスパイラル・モデルに依拠す

れば、システムの不安定化は拡大的動機に基づか

ない抑止側の自衛的行動が被抑止側によって誤認

されることにより危機へと発展しうるのである。

この代表的な例として挙げられるのが、第 1次
世界大戦であった（Jervis, 1976, Ch. 3）。

この抑止理論とスパイラル理論の比較におい

て、重要なのは 2点ある。

第 1に抑止モデルとスパイラル・モデル間に
おける差異は、動機に対する認識のギャップの有

無に表れる。抑止モデルでは敵対国の動機が主観

に基づき拡大的であることを前提にしているため

に、相互認識のギャップの存在を認めていない。

そしてこれに対抗して敵対国も抑止モデルに基づ

き相手国の動機が敵対的であるという認識を絶対

化すれば、緊張が一方向的に形成されていく（チ

キン・ゲーム）。一方でスパイラル・モデルにお

いては、認識の主体である国家が敵対国を拡大的

と認識していても、行動の主体である敵対国の動

機自体は自衛的でありうることが想定されてい

る。つまり、敵対国家の動機をめぐり拡大的と自

衛的であるという認識のギャップが生まれること

で緊張のレベルが変化するのである（囚人のディ

レンマ /スタグ・ハント）。第 2に両理論間のこ
の差異は、政策の違いに顕著に表れる。抑止モデ

ルは危機の形成は敵対国の現状打破を目的とした

拡大的動機の具現化によってもたらされることを

想定しているために、現状を維持するには相手国

の拡大的動機の具現化を強硬政策をもって抑止し

なければならないと主張する。したがって、抑止

モデルでは自らの強硬的な意思を敵対国に歪めて

伝えうる協調的行動は宥和として排除されるので

ある。この反面、スパイラル・モデルでは、対話

と協調政策の実行を通じて動機に対する認識の

ギャップを縮小することが緊張緩和の手段である

と考える。

次に本稿において採用する分析枠組みである

ディフェンシブ・リアリズムについて 3点指摘
しておきたい。第 1にディフェンシブ・リアリ
ズムでは各国家が追及する安全には、純粋な生存

だけではなく「余分の安全（Margin of Safety）」
が含まれる。このような前提に立てば、生存の脅

威にさらされていないアクター（例：米国）でさ

え安全を失う不安に苛まれ、それが動機となって

戦略的選択を講じうる（土山、2004, p.88）。換
言すれば、余分の安全概念の導入により、米朝と



46 47北東アジア地域研究　第20号　2014年６月 冷戦体制崩壊以後における米朝間の緊張形成要因についての考察（1990-2003）

いう極端な非対称性を帯びている国家間関係にお

ける米国の現状維持的行動をより明晰に解明でき

るのである。後述するように、1990-2003年に
おいて米国が北朝鮮の拡大的動機の具現化を懸念

したのは、北朝鮮が米国の直接的脅威であるから

ではなく①同盟国を失う不安、②核不拡散を通

じての 1極構造の優位性を失う不安に起因する。
ここで余分の安全の追求と拡大的動機の識別が困

難ではないかという議論が存在するが、この判

断基準の 1つとしては当該の国家行動が合法性
（Legitimacy）を確保し、正当化しうるか否かが
肝要である。換言すれば、国家行動が国際秩序

の安定を目的とし、多極主義（Multilateralism）
に基づき制定された国際法や国連などの国際機構

の枠内に限定されている限りその合法性は失われ

ず、したがってその国家行動は現状打破的な革命

国家（Revolutionary States/Revisionist）であ
ると断定することはできない。断定できるとすれ

ば、領土拡張・併合が観察された場合である。

第 2に本稿において採用するディフェンシブ・
モデルはジャービスが提唱したスパイラル・モデ

ルを土台としながらも、若干の違いがあることを

指摘しておきたい。スパイラル・モデルはプロス

ペクト理論などに基づき主に心理的誘因が緊張を

もたらすが、これに対し本稿においてはディフェ

ンシブ・リアリズムの①国際体系はアナーキーで

あり、②国家は合理的であり、③国家は 1つの
ユニットであり、④国家は基本的にブラックボッ

クスであるという前提を引き継ぎながら、心理的

誘因に加え合理的誘因も作用するという前提に立

つ。合理主義者（Rationalist）である J. Fearon
（1995, pp. 379-414）は自身のアプローチがネオ
リアリストのそれと重複していると明らかにしな

がらなぜ動機に対する不確実性が生じるのかを不

可分性、情報の不完備、コミットメント問題といっ

た合理性の側面から説き、C. Glaser （2010）は
合理性の観点からディフェンシブ・リアリズムの

一般化を試みているように、緊張形成プロセスは

心理的誘因のみならず合理的誘因を加味する必要

がある 2。

この心理的誘因と合理的誘因の関係性について

は少し説明を加えたい。フィアロンが唱えるよう

に、戦争は非合理的である。なぜならば、戦争す

るに至れば戦争の当事国は自らの物質的消耗・疲

弊を免れず、また戦争遂行すれば多くの不確定要

素が表面化する恐れがあるからである。本論で扱

う緊張形成プロセスとはその非合理的帰結に向か

う国家間における相互作用の過程であるといえる

が、ここで重要なのは、「戦争は非合理的である

のに、なぜ合理的アクターである国家が非合理的

帰結に向かうか？」という問いである。

これに対する答えは、まず心理的誘因に求めら

れる。例えば第 1次世界大戦拡大の原因となった
のはドイツによるシェリーフェン・プランの実行

を目的としたフランスへの先制攻撃であったが、

そのドイツ軍の先制攻撃を引き起こしたのは、ロ

シア軍のドイツ侵攻を目的としない動員に対し、

佛露との 2正面戦線を持つドイツが自らへのロ
シアによる先制攻撃、即ち拡大的動機の具現化へ

の危機感を強めたことが挙げられる 3。そのロシ

アによる先制攻撃による失う不安は、時間の経過

に連れ増大していき、最終的にドイツによる先制

攻撃－シェリーフェン・プラン－が実行されるに

至るのだが、この場合危機不安定性の増大には、

時間的制約による重圧（Time Pressure）が心理
的誘因として大きく作用している。この過程で重

要なのは、「合理性の変質」である。戦争という

非合理的帰結を不可避的にもたらす先制攻撃の実

行は、従来であれば国家において非合理的である

と認識されるが、いざ敵国の先制攻撃が差し迫っ

ていると認識した時、国家は敵国による先制攻撃

による損失を回避（Loss Aversion）あるいは最
小限に抑えようとして先に先制攻撃に踏み切るこ

とに合理性を見出し始めるのである。

このように元来、心理的誘因の中に損失を回避

したいという心理に起因する合理性の変質が見ら
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れるものの、心理的誘因のみでは時間的制約によ

る重圧が緩和あるいは解消されている状態、つま

り合意や条約の締結を通じ相手国に拡大的動機の

具現化の意思がない事が相互確認されている場合

でも緊張が維持・形成されるケースについて適切

な説明ができない。しかし、このような緊張形成

プロセスは合理的誘因から説明可能である。合理

主義者（Rationalist）は、上記のような心理的
誘因に起因する失う不安の増大に伴う緊張形成

を、関係各国の私的情報が共有されていない状態

－情報不完備－によって生じると説明する。この

情報不完備によって相手国の拡大的動機に対する

疑念が浮上した時、国家はその相手国の拡大的動

機の具現化によって自国の国益の損失を最小化す

るため協調政策ではなく、強硬政策を合理的に選

択する傾向がある。換言すれば失う不安を極力解

消するための合理的選択としての強硬政策の応酬

がなされることで、緊張が形成されていくのであ

る。そしてまた合理的誘因は、安心供与が国家間

で合意され情報不完備が緩和・解消されている場

合でも緊張の維持・形成に作用する。関連国のコ

ミットメントによって私的情報の開示を通じて関

係各国において拡大的動機の具現化の意思がない

事が相互確認されると、国家関係は緊張の解消の

ために敵対的関係の改善をリアシュアランスの提

供によってなす必要がある。しかしながら、国家

間においてリアシュアランス・プロセスは容易に

は完遂されない。なぜならば、相手国がリアシュ

アランスを完遂するか否かが不確実性を帯びるか

らである。こうして両国が相互の自衛的動機を確

認しているにもかかわらず緊張は解消されず、リ

アシュアランス・プロセスが停滞する過程でリア

シュアランスの不履行あるいは遅延に対し情報不

完備が再浮上すれば緊張レベルは再び高まってい

く 4。以上を踏まえ、本論においては心理的・合

理的誘因双方の観点から緊張形成プロセスについ

て分析を試みたい。

第 3に本稿では前出のディフェンシブ・リア

リストらの主張に基づき、動機に対する認識の

ギャップを生じさせる事象を変数とし、その性質

ごとに物質的・情報的・環境的変数と分類した

（Glaser, 2010, Ch.2-3）。まず物質的変数である
が、ここには軍事力に焦点が置かれた変数－①戦

力（Power）の対称・非対称性、②攻撃・防御バ
ランス、そして③攻撃・防御区別性が属する。次

に情報的変数であるが、ここでは相手国の動機に

対する認識の変化をもたらした事象について検証

する。換言すれば、様々な事象に起因する①相手

国の動機に対する自国の認識、そして逆に②自国

の動機に対する相手国の認識の変遷について捉え

ていく。ここで鍵は国家が相手国の動機に対して

安全（Security）と見なすか、貪欲（Greed）と
見なすかである。そして、この動機に対する認識

の変化は合法性と信頼性の程度－情報不完備・コ

ミットメント問題－に比例する。ただし本論にお

ける情報的変数は、対象となる国家関係の当事国

間の相互認識に直接的に影響を及ぼす事象に限ら

れる。しかし事象中、直接的ではないものの当該

の国家関係における相互認識に影響を与えるもの

が存在する。このように当該国家関係における相

互認識に間接的に影響を及ぼす事象については環

境的変数（構造や安保上のパラダイム・シフト等）

として考察していく。かつて H. キッシンジャー
（1979, p.265）が「もちろん元来、抑止力の性格
からいって、果たして何が侵略を阻止してきたの

か、となるとこれは証明するわけにはいかない。

我が国の国防体制のおかげで、阻止されてきたの

だろうか。それとも相手側に最初から攻撃する意

図がなかったのだろうか」と指摘したように、動

機の識別には不確実性がつきまとうものの、この

3つの変数によって生じる米朝間に認識のギャッ
プの存在については事実に基づいて証明可能であ

る。また事例を通じて米朝の動機をその行動から

ある程度量ることも可能である。特に冷戦体制崩

壊以後米朝間において相手国への侵略などの明確

な拡大的動機の具現化が観察されていない事実
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は、キッシンジャーがいうところの「相手側に最

初から攻撃する意図がなかった」可能性を残して

いる。以上を踏まえ本論においては① 3つの変
数によって生じる米朝間にける相手国の動機に対

する認識のギャップを観察し、②次にその相手国

の動機に対する認識を源泉とする行動とその相互

作用がいかに緊張を形成するかについて考察し、

この米朝間の相手国の認識に対するギャップが緊

張形成の主要因であるという仮定について検証し

ていく。

3．事例
（1）第1次朝鮮半島核危機の形成

　

第 1次朝鮮半島核危機（以下第 1次核危機）
は 1992-1994年にかけて米朝間の緊張が高まっ
た事例であるが、前述のようにこの緊張の形成要

因としては拡大的動機と自衛的動機の 2点から考
えられる。以後緊張の強化が拡大的動機のみに起

因するのか、あるいは動機に対する認識のギャッ

プによって生じているのかについて前述の 3つ
の変数と照らし合わせながら考察していく。

まず当時の米朝間の相互作用を考える上で重要

なのは環境的変数である。冷戦体制崩壊後唯一の

超大国米国を中心とする 1極構造が現出してい
く過程で、両国の安全保障上の認識に変化が見ら

れる。冷戦の崩壊は朝鮮半島における既存の緊張

の緩和あるいは解消の大きな機会をもたらし世界

中で平和の配当を求める声が高まる中で、米国も

含むすべての国家は軍事力削減の方向に傾斜して

いく（川上、2004, pp.75-80）。そして 1991年 9
月のブッシュ大統領による全世界の米軍基地から

の戦術核撤去演説を受け、北朝鮮は南北国連同時

加盟、「和解と不可侵、交流と協力のための南北

合意書（南北基本合意書）」、「朝鮮半島の非核化

に関する共同宣言（南北非核化宣言）」など緊張

緩和のための措置を矢継ぎ早にとっている。この

ようにポスト冷戦における軍縮傾向と米朝関係に

おける関係改善措置を見ると、冷戦体制崩壊直後

には米朝ともに緊張緩和局面にあるという認識に

立っていたといえる。ただし北朝鮮が緊張緩和を

急いだ背景にはソ連の崩壊とそれを前後して締結

された中ソと韓国間の国交正常化によって、米国

との極端な非対称性を認識せざるをえなかった点

がある。この不安は湾岸戦争における米国率いる

連合国軍の圧倒的な勝利によって一層高まってい

くこととなった。ただし米国は湾岸戦争遂行時、

フセイン政権転覆を選択しなかったことから一概

に現状変更を目的とした行動であったとは言えな

い点には注意が必要であろう。つまり北朝鮮の認

識において、その安全の低下をもたらしたにせ

よ、湾岸戦争当時、米国の動機が拡大的であった

のかについては容易に断定できず、また湾岸戦争

が米国の拡大的動機に起因するものであったとし

ても、それが北朝鮮への拡大的動機の具現化の証

拠にはなりえない。

では、このような国際環境の中でなぜ第 1次
核危機が生じたのであろうか。

物理的変数としては、北朝鮮の核兵器能力の

有無が肝要である。1992年 CIAが国際原子力機
関（IAEA）に寧辺の核関連施設の衛星写真を提
供したことで北朝鮮による核開発疑惑が国際的に

提起され米朝間の緊張が形成されていくのである

が、これに関して米朝間で認識の差異がみられる。

米国からすれば北朝鮮の核兵器能力の保有につな

がりうる核開発は自らの同盟国への潜在的脅威で

あり、また核拡散を通じた核兵器不拡散条約（以

下 NPT）体制への挑戦であると認識した。換言
すれば、北朝鮮の核開発は米国からは自らが束ね

る秩序を変更しようという革命国家による拡大的

動機の具現化と映ったのであった。一方で北朝鮮

からすれば、当時核兵器開発を試みたことはなく

あくまで核開発は原子力の平和利用の原則に則っ

た合法的なものであり、当然核兵器能力を保有し

ているという米国の主張は米帝国主義による捏

造、即ち拡大的動機の具現化と認識された。
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ここでの争点の 1つである核兵器能力とは核爆
弾製造とそれを運搬する手段からなるが、以下の

2点により当時北朝鮮が核兵器能力を保有してい
た可能性は低いと思われる。

① CIAは 93年 12月の国家情報評価（以下
NIE）において、北朝鮮が 1989年に約 110日間
にわたって核燃料棒 8000本のうち半分を交換す
ることで核爆弾 1-2発を作れるプルトニウムを抽
出することに成功したと主張した。これに対し北

朝鮮当局は運転停止期間はその半分の約 60日で
あり、核燃料棒の交換は損傷した分のみであっ

たと反駁している（オーバードーファー、2007, 
pp.358-359）。仮にこの主張を受け入れるのなら
ば、北朝鮮が核爆弾 1発分のプルトニウムすら確
保していなかった可能性もある。実際に D. オル
ブライト ISIS所長（Albright, 2007）は、1989
－ 1992年期間は 0～ 2発相当、S. ヘッカー・ス
タンフォード大学教授（Hecker, 2012）は 94年
までに 0～ 1発相当の兵器級プルトニウムを保
有可能であったと推定、兵器級プルトニウムの保

有がなされていなかった可能性についても指摘し

ている。また 92年当時、寧辺の再処理施設に該
当する施設が完成せず作動しうるのは 1系統の
みであった点とその不十分な再処理能力を踏まえ

ると、北朝鮮が米を抑止しうるのに必要な核爆弾

製造能力を有していたとは言い難い。

②また仮にソ連が提供した小型実験炉と北朝鮮

国産の 5メガワット原子炉から北朝鮮が核兵器 1
～ 2発分に必要なプルトニウムを抽出していた
としても、核兵器能力を保有していたとはいえな

い。その理由としては 1）それまで核実験に成功
していないことから、巡航ミサイル・弾道ミサイ

ルに核弾頭を搭載可能にするのに必要な小型化と

弾頭の再突入のための技術を獲得していなかった

可能性が極めて高い。2）万一 92年時点で北朝
鮮が小型化に成功していたとしても、米国本土を

脅かす ICBMを保有していなかった事は 2012年
4月時点まで北朝鮮によるロケット発射実験が 3

回にわたって失敗したことによって証明されてい

る。この反面、米国の圧倒的な核兵器能力を含む

物理的能力は北朝鮮を抑止するだけでなく、先制

攻撃を加えうるに十分なものであった。そしてこ

れは先の湾岸戦争を米国が主導的に遂行し、勝利

に導いた事実によって立証される。この物理的格

差の中では北朝鮮が自らの安全の低下を認識する

のはしごく自然であったといえよう。

　

抑止モデルでは抑止側の抑止力の弱体化を被抑

止側が認識することによってその拡大的動機が具

現化される可能性が高まると主張するが、上記の

ように北朝鮮が核兵器能力の保有に成功しておら

ず米国との軍事力における極端な非対称性が改善

されていないことを鑑みると、北朝鮮が米国の抑

止力の弱体化を認識する余地はなかった。またソ

連崩壊後の北朝鮮の通常戦力を俯瞰すると、韓国

と比較して相対的に兵力は多いもののソ連からの

重油支援が激減しため（1989年：約 53万トン
→ 1992年：3万トン）、当時北朝鮮軍においては
全面戦争能力ばかりか占領能力もほぼ皆無であっ

た（ナチオス、2002, p.44）。
これらを踏まえると、物理的に米国にとって

北朝鮮の軍事上の脅威とは V. Chaが主張するよ
うに米国の同盟国への弱者の先制攻撃に限られ

る（Cha and Kang, 2003, pp. 16-34.）。ただし
この議論には合理性の観点から疑問符がつく。①

軍事力上の米国との極端な非対称性と②日米、韓

米同盟の各安保条約の存在により、米国の同盟国

への先制攻撃は米国の軍事介入を招き自らの体制

の崩壊をもたらす可能性が高いことは明白であっ

た。また湾岸戦争で明らかになったように、先制

攻撃に踏み切れば米国の介入に合法性、即ち自衛

権と国連決議という錦の御旗を与えてしまう。こ

れらを鑑みると明らかに防御コストが攻撃コスト

を上回っており、先制攻撃は合理的選択とはいえ

ない。1990-2000年代を通じて、北朝鮮が枠組
み合意に応じ先制攻撃に踏み切らなかったことは
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この先制攻撃の非合理性を認識していたという証

左ともいえよう。ここでまた議論となりうるのは

北朝鮮が合理的選択可能なアクターか否かという

議論であるが、金正日元国防委員会委員長と会談

した安倍晋三首相、M.オルブライト元米国務長
官が北朝鮮首脳部は合理的判断が可能であると証

言をしている点を鑑みるに北朝鮮が合理性を持ち

合わせない非伝統的アクターであるとは断言し

がたい（U.S. Department of State Office of the 
Spokesman, 2000; 安倍、2006、p. 59）。
そもそも米国が懸念した「最悪の場合（Worst 

Case Scenario）」－北朝鮮による先制攻撃（脆弱
性による戦争）－の可能性が高かったのかについ

ても疑問符がつく。北朝鮮は強硬的な レトリッ
クで激しく米国を攻撃するものの 1990年代を通
じて、米国が懸念するような米国の同盟国に対す

る先制攻撃に踏み切っていない。これは非常に重

要な事実である。なぜならば米朝関係が悪化する

のに比例して北朝鮮による強硬的なレトリックが

増加するにせよ、先制攻撃が観察されていないと

いうことは第 1にチャの議論に事実に基づく証
明が欠如しており、その主張は推測の域を出ない

ということを裏付けているからである。H. キッ
シンジャーがかつて述べたように、武力行使が起

こっていない段階において拡大的動機の具現化を

証明することは不可能である （キッシンジャー、
1979、p. 265）。次に心理的誘因による弱者の先
制攻撃が可能であるという前提に立ったとして

も、チャの議論には矛盾がある。当時唯一の超大

国米国と対峙するばかりか米国から先制攻撃を受

けるリスク、そしてその先制攻撃による滅亡の危

機を明確に認識する位置にあった北朝鮮の心理的

重圧は、第 1次世界大戦時敵国である佛露とほぼ
対称的な戦力を有していたドイツの比ではない。

このような心理的重圧の中でもドイツとは異なり

北朝鮮が弱者の先制攻撃を選択しなかったのはな

ぜかについて、チャの議論は説明できない。心理

的誘因のみに依拠し、弱者の先制攻撃が起こるの

であれば、冷戦体制崩壊直後の北朝鮮はとっくに

暴発していてもおかしくはない。最後に北朝鮮が

弱者の先制攻撃に踏み切らなかったことは②北朝

鮮の行動に合法性（Legitimacy）が失われてい
ないことを意味する。換言すれば、これは多極主

義に基づき他の主権国家への先制攻撃を不法とみ

なす国際法を遵守する意思が存在するということ

の表れであると解釈可能であり、その合法性が失

われていない限りその動機を拡大的と断定するこ

とはできない。逆にこの米朝間の非対称性と北朝

鮮の対米抑止力の欠如は、米国が純粋な貪欲国家

（A Greedy State）ならば拡大的動機の具現化の
絶好の機会であったといえるが、米国は北朝鮮に

対する武力行使に踏み切っていない。

次に情報的変数について考えてみよう。情報的

変数においては情報の不完備の程度が 1つの鍵
であり、その程度は私的情報をいかに開示し自ら

の動機を相手国に伝えるか－シグナリング－に

よって変化する。まず冷戦体制崩壊直後には、米

朝間の動機に関する情報は互いに欠乏していたと

いう前提を立てられる。これは対話の欠如に起因

するもので 1992年の金容淳元党秘書訪米が北朝
鮮高官による初訪米であったように冷戦体制崩壊

によって初めて直接交渉の必要性が生じ接触する

機会が増加し始めたことを考慮すると、米朝間に

おける信頼関係はほぼ一からの構築が必要とされ

た。当然首脳間同士のホットラインは存在せずま

た戦略的見地から私的情報の速やかなる開示が困

難な場合もあり、双方が相手国の私的情報を見極

めるのに－合理的判断が可能か否かでさえ－手探

りの段階であったといえる。

この情報の不完備が、核開発疑惑における米朝

間のせめぎあいを激化させていった。米国側から

すれば北朝鮮による核開発は自らの同盟国への潜

在的脅威であり、また核拡散を通じて 1極体制
を脅かしうるものであった。この懸念を解消する

ためには北朝鮮が IAEA特別査察を通じた私的
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情報の開示に応じる必要があったが、北朝鮮側か

らすれば原子力の平和利用の権利は NPT第 4条
に定められているように IAEAによる保障措置を
受け入れればいかなる国家に対しても平等に付与

されるべきものにもかかわらず、IAEA特別査察
を米国が史上初めて適用しようとしたことは、米

国の動機に対する疑念を一層強めるに十分であっ

た。北朝鮮の懸念は、核疑惑の解消のため米国側

が出した条件である IAEA特別査察の受け入れが
あらゆる軍事施設へのアクセスを許可せざるを得

ない状況につながりうることにあった 5。このた

め北朝鮮側は米国の要求は武装解除を求めるもの

と同義であるとし IAEA特別査察を拒否したの
であるが、ここで興味深いのは IAEA特別査察
をめぐる状況が一種のパレート最適性を帯びてい

たことである。米国からは IAEA特別査察を通
じて北朝鮮の私的情報が開示されることは核疑惑

を解消する上で必要な措置であったが、その要求

を実現すれば北朝鮮が自らの安全保障の低下を認

識することは避けられない。逆に北朝鮮が IAEA
特別査察を受け入れなければ、米国の余分の安全

を失う不安が完全に解消されることもない。つま

り IAEA特別査察が提起される限り、双方が同時
に国益上の損失を免れる選択は存在しないのであ

る。そしてまた、国家主権の不可分性は北朝鮮の

強硬的姿勢を激化させた。実際に北朝鮮は NPT
第 10条第 1項に依拠し「国の最高利益を守護す
るため」と主張しながら NPT脱退声明を宣布す
るに至るのだが、IAEA特別査察による北朝鮮の
核疑惑問題の解決に固執する限り米朝間の対立が

ゼロ・サムゲームに帰結することは不可避であっ

た。

この米朝間の緊張をより一層高めたのは中止し

ていた米韓合同軍事演習の再開という物理的変数

の浮上を用いた米国からの抑止を目的としたシグ

ナリングである。合同軍事演習自体に関しての米

国の動機は明らかに自衛的であるが、問題はこれ

が北朝鮮の観点からは拡大的と認識されている点

である。従来より米韓合同軍事演習の再開は拡大

的動機の具現化であると反発を繰り返していた北

朝鮮はこれに対して強硬的措置－査察拒否と準戦

時状態宣布、NPT脱退宣言、そしてノドン・ミ
サイルの発射実験－を講じていく 6。そしてまた

これらの措置は、米国に危機不安定性の増加を認

識させた。この緊張のスパイラルは北朝鮮軍高官

が米朝接触の際、米国による戦争の意思が明らか

になった場合先制攻撃も辞さないと言及し、また

核燃料棒が取り出されることでさらに高まってい

く（National Security Archives, 1994）。このよ
うな強硬的レトリックは北朝鮮の立場からは戦争

遂行の決意を示すことにより対米抑止力を少しで

も高めようとする意図があったものの、北の暴発

を最も危惧している米国の立場からは北朝鮮の意

図が一層不明瞭にならざるをえない。そうして米

国は最悪の場に備えるべく Oplan5027を改定、
寧辺などへのピンポイント爆撃による先制攻撃を

検討するまでに至り、危機不安定性が米朝で共有

されることで緊張は最高潮に達する。第１次核危

機の形成であった。

この第 1次核危機における緊張形成プロセス
の特徴は主に心理的誘因がその緊張形成に大きな

影響を及ぼしている点である。具体的には相手国

への理解も十分ではなくその動機の特定に苦しむ

中で、自国の現状を維持し損害を防ごうという心

理的誘因が働くことによって相手国の行動に対す

る過剰反応が生じた結果緊張のスパイラルが形成

されたといえる。例えば前述の朝鮮人民軍高官に

よる米国の戦争の意思が明らかになった場合先制

攻撃も辞さないという言及は、時間が経つにつれ

情勢が悪化していくという心理的重圧によって生

じた非合理的反応であった。先制攻撃が米国の介

入に合法性を与え自らの体制崩壊の可能性を高め

ることを鑑みると非合理的選択であるものの、戦

争が不可避であるという判断がなされた場合、先

制攻撃に合理性が帯びてくるのである。

ただ冒頭で述べたように、この緊張レベルの変
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化は合理性の観点からの分析も加味されなければ

ならない。まず信頼醸成プロセスの欠如により相

手の動機が定まらない環境の中で各アクターが自

国の国益を損なわないことのみを優先すると合理

的選択としては強硬＞協調とならざるをえないこ

とは、囚人のディレンマの例からも明らかであろ

う。特に冷戦体制崩壊後米朝間で初めて形成され

た危機であったこともあり、相手国の動機がより

一層不透明であった。また合理性の観点から、米

国にとってはソ連に代わる仮想敵として北朝鮮の

脅威が存在することによって得られる利得もあっ

た。特にソ連の消滅によって当時米国は①東アジ

アにおける前方展開戦力の段階的削減、②同盟管

理の不安という問題に直面したが、北朝鮮という

新たな仮想敵が浮上することでその懸案が解消さ

れる公算が高かったといえる。

（2）1998-1999年危機の形成

次に 1998-1999年にかけて生じた緊張の形成
について考察する。ここでポイントは枠組み合意

後の危機であるという点である。枠組み合意に

よって米朝双方は相手国の動機が拡大的ではない

ということを確認しており、これ以後の危機形成

は純粋に拡大的動機のみを想定する相互作用、即

ちチキンゲームによるものではありえない。また

この枠組み合意形成以後その履行のために朝鮮

半島エネルギー開発機構（以下 KEDO）が発足、
KEDO供給協定に則り枠組み合意で定められた
義務を米朝双方が履行することによって協力関係

を確立していく段階に入っていく 7。

まず当時の環境的変数を見ると、米朝間の動機

に対する認識のギャップに影響を及ぼす大きな変

化はない。米国の 1極構造の中で米国にカウン
ター・バランシングを試みる国家あるいは勢力群

も台頭しておらず、構造上の顕著な変化は観察さ

れない。またこの間米中における経済協力の深化

が進み、米国にとっては北東アジアにおいてその

拡大的動機をより具現化しにくい環境が醸成され

つつあった。当時クリントン政権は、天安門事件

以来ギクシャクしていた米中関係を経済協力の深

化を通じて積極的に改善していく。例えば 1993
年中国の最恵国待遇延長の決定権を議会から行政

府に移し米中貿易関係深化への一歩を踏み出して

以降、米中間の貿易は明らかに増加傾向にあり、

1990年後半はこのさらなる増加のための交渉－
中国のWTO加盟問題と米中原子力協定交渉－の
大詰めの時期に該当した（オーバードーファー、

2007, p.381）。また実際に 1997年 10月には江
沢民中国元国家主席による訪米が実現し、4ヵ国
協議を通じた利害調整が開始している。この対中

関与政策を水泡に帰すおそれのある北朝鮮への軍

事介入は極力避けたい選択肢であったといえよう

（シャーク、2008: 362-365ページ）。
次に情報的変数であるが、米朝間における初の

直接的信頼醸成プロセスである KEDOを中心に
考察する。なぜなら枠組み合意の履行が 1995年
12月に締結された KEDO供給協定に沿って進行
中であり、その KEDOプロセスの履行の程度に
よって双方の私的情報に対する認識が変化するか

らである。いわば信頼性を計る一種のバロメー

ターであった。まず米国側は、北朝鮮は KEDO
供給協定において定められた履行義務を履行して

いないと認識している。この不履行は北朝鮮の拡

大的動機の表面化であり、それによって米国とそ

の同盟国は枠組み合意の履行を断念せざるをえな

かったという指摘である。この検証を進める上で

鍵となるのは KEDO供給協定であるが、特に第
3附属書が重要である。なぜならこの第 3付属書
には枠組み合意に基づき、いつの時点で北朝鮮が

KEDO供給協定に定められている措置をとらな
ければならないかが明記されているからである。

ここでは紙面の都合上、第 7項のみを見てみよう。
「第 3附属書第 7項：北朝鮮は軽水炉の相当部
分の建設が終了した後、しかし核心部品の搬入が

終わる前に IAEAが必要であると判断するすべ
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ての措置を履行する。」

この第 7項から伺いしれるように第 3付属書
では枠組み合意の履行段階において米国がリア

シュアランスとして軽水炉第 1号機建設に先に
着手し、相当部分を完成あるいは完成させるまで

の間に、北朝鮮が IAEA保障措置協定の履行や
黒鉛減速炉の解体など相互信頼醸成のための非核

化措置を講じていくという取り決めがなされてい

た。

では、米国側による軽水炉第 1号機の相当部
分の建設は履行されたのであろうか。

KEDOは 97年 8月に軽水炉建設用地において
準備工事の着工式が挙行されるものの、実際に工

事に着手したのは 2002年 8月軽水炉建屋基礎建
設のためのコンクリート注入からである。しかし、

コンクリート注入作業を含む基礎工事は第 3付属
書において定められている軽水炉事業の相当部分

の完了に当たらない。なぜなら第 4付属書で明
記されているように、軽水炉第 1号機の相当部
分の完成とはタービンとモーターなどの非核部品

の引渡し作業を含むものであるからである。以上

のように軽水炉 1号機の相当部分建設が完了し
ていない段階において、枠組み合意における北朝

鮮側の責務、即ち IAEA保障措置の履行は発生
していないとみなすことができる。とすれば、米

国とその同盟国が主張するように北朝鮮の拡大的

動機によって KEDO供給協定が履行されなかっ
たという論理は成立しない。当然のことながら北

朝鮮側は米国が履行義務を完遂しなかったことに

ついて、拡大的動機を保持する証左であるとの認

識を強めた。例えば米国による軽水炉建設と重油

の供与が大幅に遅れる中 1998年 5月当時の朱昌
駿朝鮮駐中国大使は凍結している黒鉛減速炉の再

開の可能性を示唆し、同年 6月には金桂官外務
次官がロス米国務次官補に送った書簡の中で、重

油供与がさらに遅れる場合、1ヶ月の猶予の後核
開発の凍結を解除すると警告している。以上のよ

うに KEDOプロセスを通じて米朝間で相手国の

動機に対する認識の隔たりは縮小されないまま、

米朝間の緊張は維持されていくこととなる。

最後に物理的変数について検討する。まず米朝

間の戦力上の非対称性に大きな変化は見られな

い。この間北朝鮮は核実験に着手していないのに

加え北朝鮮は枠組み合意の下寧辺におけるプルト

ニウム製造プロセスを凍結しており、その核兵器

能力が劇的に向上することはなかった。2001年
より発足したブッシュ政権によって問題提起され

る高ウラン濃縮プログラム（HEUP）についての
指摘もあるが、後述するように HEUPに関して
は決定的な証拠は米側から提示されておらず当時

その存在があったかについて確定的ではない。し

かしながら、仮にその状況証拠に数えられている

北朝鮮が輸入した遠心分離機に転用可能な機材が

すべてウラン濃縮に充てられ、それが成功裏に稼

働していたとしても 1990年代に北朝鮮の核兵器
能力が対米抑止に十分なレベルに達していたとは

考えにくい 8。また依然北朝鮮が米国本土に到達

可能な運搬手段（ICBM）の開発に成功していな
かったことを踏まえると米朝間の戦力上の非対称

性に顕著な変化はなく、米国の失う不安を刺激し

うるのは依然巡航ミサイルなどの通常兵器による

同盟国への攻撃であったことが察せられる。

このように KEDOプロセスが進まず米朝間で
くすぶっていた緊張の再燃をもたらしたのは 3つ
の物理的変数－①米韓合同軍事演習、②金倉里地

下核施設 9、③テポドン /光明星 1号発射－をめ
ぐる米朝間の認識のギャップの拡大であった。

1998年 6月、米国防総省傘下の国防情報局
（DIA）は金倉里核疑惑を米同盟諸国や議会の関
連委員会に提起し始める。同年 7月には疑惑の
金倉里の地下核施設について公式の情報調査報

告書が作成され、翌月の 17日にはニューヨー
ク・タイムズ紙によってこの報告書の存在が明

るみに出ることとなった（オーバードーファー、

2007, pp.478-483; 林、2008, pp.224-230）。この
スクープが同年 7月中旬に発表された「米国に対
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する弾道ミサイル脅威評価委員会による報告 10」

（ラムズフェルド報告書）、同年 8月 31日の北朝
鮮から発射された飛翔体（テポドン /光明星 1号）
とあいまって北朝鮮の脅威が一層かきたてられ、

米国内外において北朝鮮へのピンポイント攻撃が

取りざたされる。これに加え同年 7月に行われ
た韓米合同軍事演習が北朝鮮をより一層刺激する

のだが、これに対し同年 12月朝鮮人民軍総参謀
部代弁人声明にて戦争遂行の意思が示されこと

で緊張が決定的に高まるに至る（朝鮮中央通信、

1998年 12月 2日）。
この声明中、北朝鮮は人工衛星打ち上げを弾道

ミサイルと糾弾し、金倉里地下核施設をでっちあ

げ、その査察が実現しなければ枠組み合意を破棄

し断固とした措置を取るとした米国の行動を宣戦

布告とみなすという認識を明確に示している。こ

の一方で、米国からすれば枠組み合意を結んでい

るのにもかかわらず、それを隠れ蓑に北朝鮮が核

兵器能力を秘密裏に開発しているならばそれは北

朝鮮の拡大的動機の具現化であり、現状打破的な

意思を保有していると断ずるに十分であったろ

う。

しかしながら、これには議論の余地が存在する。

まず金倉里核疑惑は事実ではなかった。米代表団

が 1999年 5月 18日から 25日まで現地調査を実
施、翌月 25日に米国務省が金倉里には一切の核
関連施設が存在しないことを発表したことで、金

倉里地下核施設に対する疑惑が明らかな誤りで

あったことが判明したのである。

次に北朝鮮から発射された飛翔体も、北朝鮮の

拡大的動機の具現化の確固たる証拠であるとは証

明されていない。いわゆるテポドン /光明星 1号
発射について米国とその同盟国側からは弾道ミサ

イル実験であるという指摘がある一方で、北朝鮮

は人工衛星の打ち上げ実験であると主張している

が、その是非は未だついていないのである。これ

は弾道ミサイルとロケットが技術的にはほぼ同一

のものであり、識別が困難であることに起因す

る。米国や日本からすれば、ロケットの技術は弾

道ミサイルに転用可能なことを考慮すると潜在的

脅威に違いなく北朝鮮の行動は拡大的であると認

識されうる一方で、北朝鮮の人工衛星の打ち上げ

実験であるという主張も①いかなる国家も宇宙の

平和利用の権利を有していること、②同ロケット

（白頭山 1号）のリヴィジョンである銀河 3号が
2012年 12月光明星 3号の打ち上げに成功して
いること、③弾頭の小型化と再突入に関する実験

がなされていないことを踏まえると、飛翔体実験

は北朝鮮の平和利用のための宇宙開発の一環であ

るという主張にも一定の説得力が認められる。イ

プシロンについての議論なども踏まえると飛翔体

が脅威と認識されるか否かはその国家間関係の性

質に依存するといえ、米朝双方の主張を完全に崩

すことは難しいといえる。この金倉里地下核施

設疑惑→軍事演習→テポドン /光明星 1号発射と
いう拡大的動機であるとは断定できない物理的

変数によって米朝間の認識のギャップが拡大し、

1998-1999年危機が醸成されることとなる 11。

さてこの 1995-1999年の期間において重要な
問いは、なぜ米朝は枠組み合意に基づき協力関係

を構築できなかったか、である。逆に 1998-1999
年においては緊張の再強化さえ観察されている。

まず心理的観点から考察してみよう。枠組み合意

において双方の失う不安を緩和するための措置、

即ちリアシュアランスの提供が約束されており、

相手国の行動が拡大的動機のみに起因しないとい

うことを相互に認識している状態にあった点を鑑

みると、心理的誘因が危機不安定性の増加に大き

く作用したとはいえない。

次に合理的観点であるが、枠組み合意を結ぶこ

とによって米朝は自らの動機が拡大的ではないと

いう私的情報を相手国に伝え相互に確認したとい

える。これは動機についての情報の不完備が改善

されたことを意味するが、その実行段階において

は J.フィアロンが指摘するようにコミットメン
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トの信頼性が問題となる。枠組み合意が結ばれた

ものの米朝には相手国が履行しない不安が常にあ

り、これを解消するためには米朝双方において相

手国のコミットメントの信頼性が高いと認識され

なければならない。しかし米国からすれば北朝鮮

は枠組み合意に合意したものの依然先軍政治を標

榜する独裁国家であり、KEDOプロセスを隠れ
蓑に秘密裏の核開発を進めているのではないか

という疑念が残る。前出の金倉里地下核疑惑や

HEUP疑惑はこの疑念の表面化の一例であると
いえよう。これらの疑念の解消のためには北朝鮮

があらゆる核開発に従事していないという確信を

得られるまで IAEA特別査察を行うか、北朝鮮
の政権を転覆させるかしかない。一方で、北朝鮮

側からしても米国のコミットメントの信頼性が高

いとはいえなかった。この理由には 2点ある。第
1にこの疑念は米国の枠組み合意に同意した動機
が早期崩壊論にあるのではないかという点に起因

している。クリントン政権内に北朝鮮の早期崩壊

の可能性についての認識が存在していたことは、

当時の安全保障担当首席補佐官 A.レイクや第１
次核危機に際して交渉を担当した R.ガルーチら
の証言から議論の余地はない（Lake, 2002, pp. 
206-207; Wit et al., 2005, p. 257.）。そして R.リ
トワク（2002: 340ページ）は 1994年のワシン
トンポスト紙の「米国首脳たちは北朝鮮の現政権

の最終的崩壊を祈念して枠組み合意を入念に作り

上げた。…すなわち、枠組み合意はどう転んでも

必ず彼らの政権が崩壊してしまうほどたっぷり時

間をかけて履行する手はずになっているというの

だ」という報道を紹介しながら、早期崩壊論が枠

組み合意締結の動機の 1つであったことを指摘
している。この見解に依拠すれば、枠組み合意に

遅延戦術の側面があったことは否めない。これと

関連して重要な事実は米議会の承認問題が米朝に

おいて枠組み合意履行の最大の難問となることが

あらかじめ認識され、枠組み合意の交渉の過程で

議論されていた点である（オーバードーファー、

2007: 416ページ）。これに加え①中間選挙の日
程が枠組み合意締結から約 2週間後の 1994年
11月 5日であったこと、②事前の世論調査から
民主党が上下院ともに占めることが非常に困難な

ことがクリントン大統領に知らされていたことか

ら、クリントン政権が枠組み合意履行の長期化の

可能性を踏まえていなかったとは言い難い。百歩

譲って上記のような早期崩壊論や遅延戦術が米国

の意図するところではなかったにせよ、北朝鮮が

それらを認識し米国のコミットメントの信頼性の

低下を感じたことが肝要である 12。そして実際に

議会の反対による米国の KEDO プロセスにおけ
る履行義務の遅延が現実化されることによって、

この北朝鮮の認識は強まっていった。

第 2に米国の東アジア戦略と照らし合わせそ
の合理的選択を考察すると、そのコミットメント

の信頼性が低下する。KEDOプロセスを履行す
ることで得られる利得が、履行しないことで得ら

れる利得を明らかに上回っていたとは言い難いか

らである。第 1次核危機の項で言及したように、
枠組み合意において定められた履行の完遂は北朝

鮮の脅威の消滅を意味するがゆえに、米国の余分

の安全を失う不安を増幅させる恐れがあった。逆

に北朝鮮の脅威が維持されることによって、米国

が得られるメリットが歴然と存在する。具体的に

は、前述のテポドン /光明星 1号の発射によって
北朝鮮に対する脅威認識が高まることで米国はミ

サイル防衛（以下MD）を通じた同盟管理を強め
ることが可能となった（表 1参照）。

この一連の日米間におけるMDを通じた同盟
強化推進の過程では、その大義名分として朝鮮半

島有事が一貫して掲げられている。またこのMD
は対中抑止にも活用しうる点を踏まえると、米国

にとって朝鮮半島有事というMD推進の大義を
失うことになりかねない緊張の大幅な緩和は好ま

しい選択であるとはいえなかった。

第 1次核危機と比較すると先の緊張形成は主
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に情報不完備による心理的圧迫によって生じたの

に対し、1998-1999年の危機は枠組み合意を通じ
情報不完備がある程度解消されていたことからそ

の緊張の形成は合理的観点からより適切に説明可

能である。端的に言えば双方の現状維持の失敗を

防ぐための合理的選択が相互になされた結果とし

て、米朝間の動機に対するギャップが維持・拡大

されたといえる。

（3）第2次朝鮮半島核危機の形成

2000年米大統領選挙を経てブッシュ共和党政
権が誕生したことで、各変数に大きな変化がもた

らされた。この変化によって米朝間の動機に対す

る認識の差が再び拡大していく。

まず環境的変数において著しい変化が観察され

る。2001年 9月 11日の米同時多発テロによっ
てブッシュ政権はテロとの戦いを宣言、その報復

措置としてアフガニスタンに侵攻し、また 2003
年にはイラクによる大量破壊兵器の保有を口実に

国連決議を得ないままイラク侵攻へと踏み切る。

これ以前まで米国は国際法を遵守し合法性を保持

することで、1極構造が進行する中でも自らの覇
権が他国から脅威と認識されないように努めてき

た。しかしながら、9.11同時多発テロ以来テロ
リストとテロ国家の脅威に対する自衛措置として

の先制攻撃を是とする環境が創り出され、またイ

ラク戦争が国連決議を得ることなしに遂行される

にあたり、米国の帝国主義の台頭という印象を北

朝鮮に与えることとなった。ただここで注意しな

ければならないのは北朝鮮の生存の不安を高めた

1極構造の変質はあくまで印象であり、実際には
北東アジアにおいて米国による拡大的動機の具現

化は観察されていないことである。特にこれには、

米国の拡大的動機の具現化の阻害要因として中国

の存在が依然として作用していることが大きい。

このような環境的変数の変化に伴い、情報的変

数にも顕著な変化が表れる。ブッシュ政権による

北朝鮮政策の見直しがその始まりであった。これ

はつまり、1990年代における私的情報の交換と
コミットメントを通じ積み上げてきた北朝鮮の動

機に対する信頼性を再検討することを意味する。

結果として第 1次ブッシュ政権においては抑止理
論に基づいた強硬政策が採られることとなったの

だが、北朝鮮はこの強硬政策を米国が拡大的動機

を具現化させようとしているというシグナルであ

ると受け止め、その生存の不安を極度に刺激する

こととなった。具体的には第 1期ブッシュ政権に

 
 

 

大の難問となることがあらかじ
れ、枠組み合意の交渉の過程で議
いた点である33。これに加え①中
日程が枠組み合意締結から約 2

1994年 11月 5日であったこと、
世論調査から民主党が上下院と
ることが非常に困難なことがク
大統領に知らされていたことから
トン政権が枠組み合意履行の長
能性を踏まえていなかったとは言
百歩譲って上記のような早期崩
延戦術が米国の意図するところ
ったにせよ、北朝鮮がそれらを認
のコミットメントの信頼性の低
たことが肝要である35。そして実
の反対による米国のKEDO プロ
ける履行義務の遅延が現実化さ
によって、この北朝鮮の認識は強
った。 

表 1 MD を通じての日米
この一連の日米間における M

た同盟強化推進の過程では、その
として朝鮮半島有事が一貫して
ている。またこの MD は対中抑
用しうる点を踏まえると、米国に
鮮半島有事という MD 推進の大
ことになりかねない緊張の大幅

冷戦体制崩壊以後における米朝間の緊張形成要

14 

め認識さ
議論されて
中間選挙の
週間後の
②事前の
もに占め
リントン

ら、クリン
期化の可

言い難い34。
壊論や遅
ではなか

認識し米国
低下を感じ
実際に議会
ロセスにお
れること

強まってい

第2に米国の東アジア戦略
せその合理的選択を考察する
ットメントの信頼性が低下す
ロセスを履行することで得
履行しないことで得られる
に上回っていたとは言い難い
第 1次核危機の項で言及した
み合意において定められた
北朝鮮の脅威の消滅を意味す
米国の余分の安全を失う不
恐れがあった。逆に北朝鮮の
れることによって、米国が得
トが歴然と存在する。具体的
テポドン/光明星 1 号の発射
鮮に対する脅威認識が高ま
は MD を通じた同盟管理を
可能となった（表 1参照）。
 

米同盟強化 出典：自ら作成 

MD を通じ
の大義名分
て掲げられ
抑止にも活
にとって朝
大義を失う
幅な緩和は

好ましい選択であるとはい
第 1 次核危機と比較す

成は主に情報不完備による
よって生じたのに対し、19
機は枠組み合意を通じ情報
程度解消されていたことか
形成は合理的観点からよ

要因についての考察 

略と照らし合わ
ると、そのコミ
する。KEDOプ
られる利得が、

る利得を明らか
いからである。
たように、枠組
た履行の完遂は
するがゆえに、

不安を増幅する
の脅威が維持さ
得られるメリッ
的には、前述の
射によって北朝
まることで米国
を強めることが
 

いえなかった。 

ると先の緊張形
る心理的圧迫に
998-1999年の危
報不完備がある
からその緊張の
り適切に説明可

表1　MDを通じての日米同盟強化

出典：自ら作成
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おいてネオコンを中心とする強硬派が対北朝鮮政

策の舵をとることとなったが、2001年 6月強硬
派主導による対北朝鮮政策の見直しが完了、ブッ

シュ大統領はリアシュアランスを提供するための

3つの条件－①枠組み合意履行の改善、②ミサイ
ル開発計画に関する検証可能な輸出規制、③通常

兵力の脅威削減－を提示し、米国からリアシュア

ランスを得るためにはまず北朝鮮が先に行動しな

ければならないと指摘した（US Department of 
State, 2001）。　
このブッシュ政権における対北朝鮮政策レビュー

は後に V. Cha （2002: pp. 76-79; 菱木、2006、
pp. 45-49）によって CVID （完全かつ検証可
能かつ後戻りできない核を含めたWMDの放
棄）を原則とし、この原則に北朝鮮が応じな

ければ体制転換も辞さない「強硬関与 （Hawk 
Engagement）」として理論化されることとなる。
このような第 1期ブッシュ政権における対北朝
鮮政策の強硬化に対し、北朝鮮は外務省代弁人談

話を発表、武装解除を前提条件とした敵対的な提

案であるとして到底受け入れられないという立場

を表明する（朝鮮中央通信、2001年 6月 18日）。
このように米朝対立が深まる中、9.11同時多
発テロが起こりテロリズムとその支援国と目され

る国家に対する批判が国際的に高まっていく。こ

の時勢を駆って行われた一般教書演説（2002月
1月 20日）において、ブッシュ元大統領はイラ
ク・イランとともに北朝鮮を「悪の枢軸（Axis 
of Evil）」と名指しし地域防衛の脅威であること
を宣言、これらの脅威に対しては先制攻撃も辞さ

ないことを明言する。この脅迫型コミットメント

の信頼性は前述のイラク戦争の遂行によって一層

高まっていった。またこれらと比例して、米朝共

同コミュニケの米側の履行義務である食糧支援は

激減していく。

これらの米国による対北朝鮮政策の転換に対し

て北朝鮮は反発を強める一方で、日本や韓国など

の米国の同盟国との関係改善を進めていった。韓

国とは 2000年の南北共同宣言に基づき協調的な
関係を維持し、日本とは 2002年 9月に日朝平壌
宣言を採択するに至るのであるが、同年 10月ケ
リー米国務次官補が訪朝したことで北朝鮮をめぐ

る状況は急変することとなる。訪朝から帰国した

ケリー米国務次官補は姜錫柱第 1外務次官が高
濃縮ウラン（以下 HEU）開発を認める発言をし
たと報告、10月 16日米国務省が報道発表を通じ、
北朝鮮の核兵器用の濃縮ウランプログラム（以

下 EUP）が確認されたと公式的に発表したこと
で朝鮮半島をめぐる緊張は再び強化されることと

なった。ケリー訪朝によって北朝鮮の HEU開発
疑惑が浮上したことにより第 1期ブッシュ政権
において主導権を握っていたネオコンと国防総省

等の強硬派は枠組み合意に対しての批判を強め、

同年 12月 KEDOによる重油提供を停止・軽水
炉建設の見直しに着手するとともに、北朝鮮への

ブッシュ・ドクトリン適用の可能性に言及した。

これに対し北朝鮮は当初情報が錯綜するものの姜

錫柱発言について完全否定しながら、IAEA査察
官の追放や核施設の凍結の解除といった米国の強

硬策への対抗措置をとり、2003年 1月にはつい
に朝鮮外務省代弁人談話を通じて NPTからの脱
退を宣言するに至る。枠組み合意の破綻であった。

この NPT脱退声明の中で、北朝鮮はブッシュ政
権の悪の枢軸発言に始まる敵視政策と米国主導の

IAEAによる策動によって、「国家の最高利益が
極度に脅かされている厳重なる状態」にあるとい

う認識を明確に示す（朝鮮中央通信、2003年 1
月 10日）。
しかしながら、この枠組み合意の破綻の契機と

なったウラン濃縮問題については議論の余地があ

る。10月 16日の米国務省報道発表によると北朝
鮮の秘密の HEU計画は 4つの国際的な取決め－
①枠組み合意、② NPT、③ IAEA保障措置協定、
④南北非核化宣言に違反していると主張したが、

①第 1次朝鮮半島危機時のように決定的証拠－
ウラン濃縮がなされている場所とサンプルの提示
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がない点、②クリントン元米大統領がウラン濃縮

は枠組み合意違反にあたらないと言及している点

を踏まえると、上記の違反が証明されたとは言い

難い（クリントン、2004: 247ページ）。さらに
当時米国情報機関から北朝鮮の HEU開発につい
てブリーフィングを受けた林東源韓国元統一相に

よると、米当局が証拠として挙げたアルミニウム

管などの資材はミサイルなどの他用途にも使用可

能なものであり北朝鮮の EUPの稼動を決定づけ
るものではなかった（林、2008、pp. 396-400）。
総じてみるとブッシュ政権では ABC（Any-

thing But Clinton）と揶揄されるほどに対北朝
鮮政策を全面的に見直した結果、北朝鮮の拡大

的動機に対する疑念の矛先がネオコン主導の下

EUP問題に向ったといえる。前出のようにこの
EUP問題に対する疑念はクリントン政権時にす
でに認識されており実際に金倉里地下核疑惑も提

起されはしたものの、クリントン政権は枠組み合

意と米朝共同コミュニケ等の協調政策を通じて現

状を維持しようという立場を堅持した。この一

方で、ブッシュ政権においては同じ EUP問題を
180度異なる角度から見ることで強硬政策に転換
していった。このブッシュ政権における強硬政策

の採用に伴い北朝鮮側において米国の動機に対す

る疑心暗鬼が強まり、ケリー訪朝を契機として米

朝間の動機に対するギャップが拡大、危機が再来

することとなる。

このギャップの拡大にさらに拍車をかけたの

が、物理的変数の変化であった。

前述のように 1998-1999年の危機を契機とし
て加速したMDの導入は、ブッシュ政権の誕生と
あいまってさらに加速していく。1998年にラム
ズフェルド報告は北朝鮮が米国本土に到達しうる

弾道ミサイルを 2-3年以内に配備する可能性があ
り、それに対処するためにMDが必要であると
主張したが、この報告作成を主管したラムズフェ

ルドは 2001年 1月にも宇宙委員会における報告

書で「宇宙空間においてのパールハーバー（US 
Department of Defense, 2001, pp. vii-viii）13」が
起きる可能性を指摘、ブッシュ政権の国防長官

に就任した後の同年 5月にはそれらに対処する
ために「国家安全保障のための宇宙管理と組織

的イニシアティブ（US Department of Defense, 
2001）」を打ち出している。宇宙空間における安
全保障を管理・防衛する上でまさに必要となるの

がMDであった。同 5月ブッシュ大統領は米国
防大学における演説で、いわゆるならず者国家か

らのWMDおよび弾道ミサイルの脅威に対処す
るためにMDの構築が不可欠であるとし、クリ
ントン政権時代に区別されていた TMDと NMD
を統合することを宣言した。

同年 12月にはMD構築の妨げとなる ABM条
約からの脱退を関係諸国に通告し 9.11同時多発
テロ後世論において非伝統的脅威に対する認識が

高まる中で、既存の弾道ミサイル防衛局がミサイ

ル防衛庁に改編され、日本と韓国に対してもMD
開発・配備へのさらなる協力を要請する。こうし

てMD開発・配備のための法的・行政的整備が
進むに比例して、MDへの予算も急激に増加して
いった（2000年→ 2007年予算年度 38％↑）。
このようにブッシュ政権においてはブッシュ・

ドクトリンの遂行の核としてMD開発・配備が
積極的に推進されたのであるが、1990年代後半
に引き続き北朝鮮の脅威がこの促進剤の役割をな

したといっても過言ではない。ただここで注意が

必要なのは、MDはその損害限定効果により先制
攻撃を促進する効果があるがゆえに北朝鮮に危機

不安定性の増加を認識させるに至ったにせよ、米

国の拡大的動機の具現化であるとは証明しがたい

という点である。なぜならば論理的には拒否的抑

止力の構築がMDの主眼であり、「（筆者注：北
朝鮮などの）脅威を予防し、防衛を強固にする役

割を果たすのである（グリーン、1997）」という
米国の主張を崩すことは容易ではないからであ

る。ただし北朝鮮のMDに対する認識はそうで
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はない。MDは①自らのカウンター・バランシン
グを余儀なくするものであり、また②米国による

強硬政策のコミットメントの信頼性の向上をもた

らすという認識を持つ（朝鮮中央通信、2003年
1月 7日）。ここに認識のギャップの拡大が如実
に表れている。

以上のように 2000年代初期には環境・情報・
物理的変数に顕著な変化が表れたが、このような

状況の中で北朝鮮の生存への不安が心理的にも合

理的にも増幅されることとなった。特に米国の政

権交代により米国の私的情報のリセットがなされ

る中、同じ「悪の枢軸」と名指しされたイラクに

対する侵攻が遂行され、実際にフセイン政権が打

倒されるのを目の当たりにすることで主に心理的

側面から北朝鮮の不安はかきたてられたといえ

る。米国側としてはこれらの強硬的行動は自らの

余分の安全を守るという動機に端を発しているに

せよ、ブッシュ政権においてクリントン政権の協

調政策から抑止理論に基づく強硬政策への転換が

北朝鮮にブッシュ政権が自らの生存を侵そうとし

ているという危機認識をもたらすことで、双方の

動機に対する認識の差が拡大、緊張が一気に高

まっていったといえる。

前述の 2つの危機と比較すると、私的情報の欠
如により合理的側面だけでなく心理的側面から緊

張形成が促進された点は第 1次朝鮮半島危機と
類似している反面、囚人のディレンマやコミット

メント問題によって緊張が維持されていることか

らその構図は 1998-1999年の緊張のそれと近い。

4．結語
　

本稿においては冷戦体制崩壊以後 1990-2003
年における米朝間の緊張形成要因について考察し

た。

当該期間における 3つの事例を検証した結論と
しては、相手国の動機に対する認識のギャップが

拡大するにつれ、米朝双方の失う不安が刺激され

それを埋め合わせる抑止行動がとられた結果心理

的・合理的誘因が働くこととなり、米朝間の緊張

が形成されたといえる。そして 3つの事例に共
通する変数としては、北朝鮮の核開発に対する核

査察が見出される。米国からは核査察が自らの不

安を払拭するのに必要な措置であったのに対し、

北朝鮮からは IAEA特別査察は武装解除、金倉
里地下核施設、HEU問題はでっち上げであると
認識することで、米朝間の相手国の動機に対する

ギャップが生じていく。ただし各緊張形成プロセ

スにおいて心理的誘因と合理的誘因が作用する比

重は事例ごとに異なる。ディフェンシブ・リア

リズムに基づく 3つの変数に照らし合わせると、
当時の米朝間の情報不完備から第 1次核危機で
は心理的誘因がより強く相手国の動機に対する認

識のギャップを拡大させた一方、枠組み合意以降

は合理的誘因がより多くの影響を与えていく。第

2次核危機においてはこの合理的誘因とともに、
ブッシュ・ドクトリンによる情報不完備の再浮上

によって心理的誘因も強く作用することで緊張が

再び高まっていった。

またこの 1990-2003年における緊張のスパイ
ラルの特徴は、北朝鮮が米国にとって直接的な脅

威であった可能性がほとんど皆無であった点であ

る。米国が圧倒的優位な状況においても拡大的動

機に踏み切らなかった反面、北朝鮮も弱者の先制

攻撃に踏み切らなかった。当時の①米朝間の非対

称性と②北朝鮮の直接的な対米抑止力の欠如を踏

まえると、米国が拡大的動機のみを持つ純粋な貪

欲国家（A Pure Greedy State）であれば、北朝
鮮への軍事侵攻をなすことは可能な状況にあった

が、結果的に米国は拡大的行動に出ていない。こ

の一方で唯一の超大国米国による侵攻が現実化す

る恐れに直面していた北朝鮮の心理的重圧は、当

時安心供与の枠組みが確立していない点を踏まえ

ると冷戦体制崩壊以後から現在までで最高潮に

あったといっていいが、結果的に北朝鮮の暴発も

起こらなかった。これらの事実は米朝間の緊張形
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成が拡大的動機によって生じているという抑止モ

デルの主張と矛盾する。

さらに 1998-99年において北朝鮮が更なる弱
体化にもかかわらず、米朝ともに拡大的動機の具

現化すなわち軍事介入というオプションを選択し

なかったことも抑止モデルの論理の弱さを示して

いる。W. ペリーが明白にしているように米国が
軍事介入を採用しなかった主要な理由は、北朝

鮮が脅威だからではなく、自らの余分の安全の 1
つである韓国が脅かされる可能性と NPT体制が
揺らぐリスクなのであった。

しかしながら、ブッシュ政権において拡大的動

機の具現化は観察されないものの、その北朝鮮政

策見直しとブッシュ・ドクトリンなどの強硬政策

策定が、北朝鮮に自らの生存の危機を認識させる

ことで、その核開発の性質が変化することとなる。

具体的には原子力の平和利用と対米交渉用のカー

ドから実質的な武器化を伴うカウンター・バラン

シングへと転換、2006年以降 3度の核実験に踏
み切り、2012年 12月には衛星打ち上げに成功
する。この北朝鮮によるカウンター・バランシン

グの成功は明らかに北朝鮮の核兵器保有を未然に

予防し米国の余分の安全を維持するという米国の

安保戦略の目的と相反するものであり、この現状

維持の失敗が抑止モデルに基づく強硬政策によっ

てもたらされたことはディフェンシブ・リアリズ

ムの観点からの分析の妥当性を反証しているとい

えよう。

含意としては、緊張緩和のためには協調政策に

よって米朝間の動機に対する認識のギャップを縮

小させる必要があるという点である。換言すれば、

強硬政策によって米朝間の動機に対するギャップ

が拡大・維持される限り、北朝鮮の核開発は止ま

らない。北朝鮮の核開発が自立的に持続可能であ

る点を踏まえるとなおさらである。しかしこれま

で見た通り、協調政策を採用するにあたっての米

国のディレンマ、即ち余分の安全を守るため協調

政策を完遂できない点を考慮すると、共通の利得

が明確化されかつその協調政策の利得が強硬政策

の利得を明らかに上回る状況が双方によって認識

されない限り米朝間の緊張は解消されえないこと

が示されている。この克服のためには米朝間の相

互作用に変化を与えるゲーム・チェンジャーが生

じることが必要となるが、北朝鮮による核兵器能

力の向上がこれにあたるかについてはこれからの

研究課題としたい。

（日本国際政治学会 2013年研究大会報告ペー
パーを加筆・修正）

　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　「冷戦体制崩壊以後」に時期を区切るのは、それ以前
は国家間作用の基本形として米ソに従属するかたちで
南北があったからである。冷戦体制下においてもプエ
ブロ号事件などにより米朝間の緊張が高まる事例が存
在するにせよ、それは一時的に生じたものであり、ま
た冷戦下における思想対立の枠を出るものではない。
この一方で、純粋に米朝間の国家作用の結果、緊張が
直接的、継続的に維持・形成されることとなったのは、
冷戦体制崩壊以後「北朝鮮の核開発」が米国によって
問題視されてからである。これは冷戦体制崩壊以後に
なって、北朝鮮高官による初訪米など直接的な米朝間
の交渉が開始している点からも明白であろう。
２　なお本稿における合理性についての議論は、フィアロ
ンが設定したように戦争が国力を疲弊させるがゆえに非
合理的であるという認識を前提として展開されている。 
３　ドイツはこれに抗議するがロシアは総動員解除に応
じなかったため、8月 2日にロシアへ宣戦布告する。
４　これらの合理的選択による国家間の相互作用は、チ
キンゲーム、囚人のディレンマ、スタグハントとして
説明される。チキン・ゲームは、敵対関係にある国家
が相手国の動機が拡大的であると認識している状態で
ある。逆に言えば自衛的動機が一切認識されていない
状態であるともいえよう。この一方で、囚人のディレ
ンマとスタグハントにおいては相手国の自衛的動機が
確認されている。ただ囚人のディレンマとスタグハン
トではペイオフの配置が異なる。
５　この原文については以下を参照 : 日本政治・国際関
係データベース　東京大学東洋文化研究所　田中明彦
研究室、「核拡散防止条約（NPT）脱退朝鮮政府声明」、
http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/
texts/JPKR/19930312.O1J.html、アクセス日：2014
年 3月 12日
６　同上。この北朝鮮の認識については 1993年 3月 12
日に発表された政府声明の中に明確に示されている。
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この中で北朝鮮は特別査察と米韓合同軍事演習につい
ての疑念を明らかにしている。準戦時状態はチームス
ピリットに対抗する措置であり、朝鮮人民軍最高司令
官命令として 1993年 3月 8日宣布された。韓国統一部
北朝鮮情報「朝鮮人民軍最高司令官命令（0034号）」、
http://nkinfo.unikorea.go.kr/nkp/trend/viewTrend.do?
diaryId=1342&trendMenuId=MRYFRISS、アクセス日：
2013年 3月 8日
７　枠組み合意とその履行義務については伊豆見元「北朝
鮮にとっての平和の安全の保障」、小此木編 (1999)、第 4
章。
８　仮に広島型原爆 1発分（60kg）の HEUを生産しよ
うとすると、1300台の遠心分離器を絶え間なく 3年以
上稼動させる必要がある。J. Pollack （2003, pp.28-32）
参照。
９　当時の状況を鑑みると、金倉里地下核施設問題は正
確には物理的 /情報的変数の中間に位置する変数といえ
る。地下核施設問題が提起された当初はその核兵器能
力に関連する性質から物理的変数に分類可能であるが、
後に明らかになるようにこの疑惑が全くの虚構であり
北朝鮮の疑念を助長した反面、北朝鮮の核開発の進展
に何ら貢献していない点を勘案すると、その性質は米
国の疑念の表面化を示す情報的変数であったともいえ
る。

10　ラムズフェルド報告については林（2008，pp. 224-
225）参照。

11　北朝鮮はこの飛翔体が米国に対するカウンター・バ
ランシングの一環であると公式的には説明していない。
しかしこの飛翔体発射が NYで行われた米朝協議の最
中に実施された点を踏まえると対米メッセージである
ことは否めない。

12　北朝鮮は米国による意図的な遅延について再三にわ
たって疑念を示している。朝鮮中央通信（1998年 6月
22日）「외무성대변인 조건부재제완화립장 비난（外務
省代弁人　条件付き制裁緩和立場　非難）」。早期崩壊
論認識については朝鮮中央通信（2003年 1月 21日）「핵

무기전파방지조약탈퇴는 정정당당한 자위적조치（NPT
脱退は正々堂々たる自衛的措置）」。

13　また Right Web （2007, pp. vii-viii）を参照。
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D.P.R. Korea (North Korea) declared for 
the first time that it was a nuclear-armed 
state in its Constitution Revision in Apr. 2012.  
North Korea’s statement on its possession of 
nuclear weapons appears increasingly convinc-
ing, knowing that North Korea has conducted 
nuclear tests three times, and a couple of mid-
range missile/rocket tests, since the end of the 
Cold War.  To find out the reason why North 
Korea has chosen Nuclear Development, I 
would like to reexamine the Nuclear Crises 
over the Korean Peninsula after the end of the 

Cold War.  This paper presents that the cause 
of escalations of tension between US and North 
Korea from 1990 to 2003, even though they 
agreed on a couple of agreements for coopera-
tion during that period, can be found in terms 
of Defensive Realism; three variables are set 
to consider the fluctuations of the gap on the 
perceptions of counterpart’s motives; then, US-
North Korean interactions to rise the spiral of 
tensions are examined, regarding both psycho-
logical and rational effects.

What Brings about the Escalation of the Tensions between US and North 
Korea from the Perspective of Defensive Realism （1990-2003）?

CHOI Jung Hoon（PhD student, Ritsumeikan University）
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